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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

前第２四半期
連結累計期間

第58期
当第２四半期
累計期間

第57期
前第２四半期
連結会計期間

第58期
当第２四半期
会計期間

第57期
前連結会計年度

　

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 8,074     10,095 4,396  6,358 22,672

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△824  367 △552  482 △1,323

四半期純利益又は

四半期（当期）純損失（△）

（百万円）

△892  406 △610  524 △1,661

持分法を適用した場合の投資利

益（百万円）
   － － － － －

資本金（百万円） － － －  2,379 －

発行済株式総数（千株） － － －  18,602　 －

純資産額（百万円） － － 4,579 4,159 3,740

総資産額（百万円） － － 23,535  18,627 23,979

１株当たり純資産額（円） － － 258.22 234.58 210.94

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期（当期）純

損失金額（△）（円）

△50.31 22.95 △34.41 29.60 △93.68

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） － － 19.5 22.3 15.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,646  184 － － △1,883

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△159  △165 － － △546

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,396  △750 － － 3,493

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 1,448  2,132 2,922

従業員数（名） － － 388 322 390

（注）１．前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期累計(会計)期間及び前事業年度に代え

て前第２四半期連結累計(会計)期間及び前連結会計年度について記載しております。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について、第58期第２四半期累計(会計)期間は、潜在

株式が存在しないため、また、第57期第２四半期連結累計(会計)期間及び第57期連結会計年度は１株当たり

四半期(当期)純損失であり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（名） 322 (23)

（注）１．従業員数は、就業人員であります。

２．臨時従業員数は当第２四半期会計期間の平均人員を（　）内に外書きで記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

区分
前第２四半期連結会計期間（百万円）

（自平成20年７月１日
至平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間（百万円）
（自平成21年７月１日
至平成21年９月30日）

建設事業部門    4,367 6,189　　

その他の事業部門     68    67

合計     4,436     6,256

(注）前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期会計期間に代えて前第２四半期連結会計期

間について記載しております。

　

(2）売上実績

区分
前第２四半期連結会計期間（百万円）

（自平成20年７月１日
至平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間（百万円）
（自平成21年７月１日
至平成21年９月30日）

建設事業部門     4,328     6,281

その他の事業部門     68     76

合計     4,396     6,358

(注)１．当社では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２．前連結会計年度まで連結財務諸表を作成しているため、前第２四半期会計期間に代えて前第２四半期連結会計

期間について記載しております。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第２四半期連結会計期間 　 　

国土交通省     1,397百万円        31.8％

当第２四半期会計期間 　 　

国土交通省

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構　

    1,435百万円　

717百万円

    22.6％　

    11.3％

(3）売上にかかる季節的変動について

　当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、契約条件等により工事の完成引渡しが第４四半期会計期間

に集中しているため、第１四半期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の

売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　なお、会計基準の変更に伴い、第１四半期会計期間から売上高計上基準を原則として工事進行基準に変更したこと

で、今後業績の季節的変動は緩和されることとなります。
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　なお、建設事業における受注工事高及び完成工事高等の状況は次のとおりであります。

(1）受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 種類別
期首繰越工事高
（百万円）

期中受注工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成工事高
（百万円）

期末繰越工事高
（百万円）

前第２四半期累計期間

自　平成20年４月１日

至　平成20年９月30日

土木工事     20,479     3,387     23,866     6,330     17,536

建築工事     5,382     2,738     8,121     1,524     6,597

計     25,862     6,125     31,988     7,855     24,133

製品等     6     238     244     106     138

合計     25,868     6,364     32,233     7,961     24,272

当第２四半期累計期間

自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日

土木工事     18,495　     10,704     29,200     7,971     21,229

建築工事     4,288　     588     4,877     1,892     2,985

計     22,784     11,293     34,078     9,863     24,214

その他     95     401     496     231     265

合計     22,879     11,695     34,574     10,095     24,479

前事業年度

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

土木工事 20,479 14,233 34,712 16,217 18,495

建築工事 5,382　 4,866 10,248 5,959 4,288

計 25,862 19,099 44,961 22,177 22,784

その他 6 470 477 381 95

合計 25,868 19,569 45,438 22,559 22,879

(注)１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額を含みます。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれます。

２．期末繰越工事高は、期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高に一致します。

(2）受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

土木工事     1,458     1,681     3,140

建築工事     390    753     1,144

計    1,849     2,435     4,284

当第２四半期会計期間

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

土木工事     5,898     73     5,971

建築工事     243     -25     217

計     6,141     48    6,189

(注)１．前第２四半期会計期間の受注工事のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

みなべ町

中国地方整備局　

鳥取県　

町道新殿開南部川線橋梁新設上部工事　

東広島・呉道路阿賀高架橋ＰＣ上部工事　　　　　　　　　　　

国道482号茗荷谷３号橋上部工架設工事　

２．当第２四半期会計期間の受注工事のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

四国地方整備局

中日本高速道路㈱　

中国地方整備局　

平成21-23年度 つづら川第８橋上部工事

第二東名高速道路入野高架橋(ＰＣ上部工)　　　　　　　

東広島・呉道路小滝川橋ＰＣ上部工事　　　　　　　　　　　　
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(3）完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

土木工事     1,811     1,277     3,088

建築工事     73     1,123     1,196

計     1,884     2,401     4,285

当第２四半期会計期間

自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日

土木工事    4,804    293     5,098

建築工事     331     851     1,183

計     5,136     1,145     6,281

(注)１．(１)前第２四半期会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

近畿地方整備局

独立行政法人鉄道建設・運輸　施設

整備支援機構　

九州地方整備局　

永平寺大野道路鹿谷高架橋上部工事

九幹鹿、八間川Ｂ外８Ｃｐ製架他　　

　

長崎497号 佐世保高架橋上部工(Ｐ12～Ｐ17)工事

　　(２)期中完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりで

あります。　

前第２四半期会計期間 国土交通省　     1,397百万円　     32.2％

２．(１)当第２四半期会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路 入野高架橋(ＰＣ上部工)上り線工事　　　　　　　　　　　　　　　

関東地方整備局

独立行政法人鉄道建設・運輸　施設

整備支援機構　　　

前橋渋川バイパス利根川橋上部工事

梅林寺橋りょう外９箇所(ＰＣけた)　

　　(２)期中完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりで

あります。　

当第２四半期会計期間 国土交通省　     1,435百万円　     22.6％

 独立行政法人鉄道建設・　運輸施設整

備支援機構

    717百万円     11.3％

(4）繰越工事高（平成21年９月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

土木工事     20,741     487     21,229

建築工事     251     2,733     2,985

計     20,993     3,220     24,214

(注)　　繰越工事高のうち請負金額２億円以上の主なものは、次のとおりであります。

独立行政法人鉄道建設・

運輸施設整備支援機構

北陸新幹線、信州中野地区(ＰＣけた) 平成23年９月完成予定

福岡県 国道495号芦屋橋橋梁上部工(２工区)工事 平成22年８月完成予定

北陸地方整備局　　 日沿道 神林高架橋床版工事 平成22年11月完成予定

神奈川県 広域農道小田原湯河原線 白糸川橋新設工事 平成22年３月完成予定

清水建設㈱ ＪＲ久宝寺駅前商業住宅複合タワー工事 平成22年９月完成予定
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更が

あった事項は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。  　

当社には、平成19年３月期以降、多額の営業損失を計上するなど継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる

ような状況が存在しておりましたが、「第２次経営再建中期計画」の実行により、当第２四半期会計期間に営業利益

を確保し、同累計期間においても黒字決算を達成することができました。

　同計画は着実に進行しており、平成22年３月期通期での営業利益が確保できる見通しが立ったことから「継続企業

の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況」については存在しないと判断しております。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

  なお、当社は第１四半期会計期間から四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、前年同四半期との経営成績

及びキャッシュ・フローの比較は行っておりません。

(1）業績の状況

　当第２四半期会計期間におけるわが国の経済は、依然として低迷しているものの、政府による緊急経済対策等によ

り一部に持ち直しの動きが感じられるなど景況改善の兆しがみられましたが、９月16日の新政権発足により、平成

21年度補正予算の一部執行停止や平成22年度予算概算要求の白紙撤回方針が打ち出されるなど、経済の先行きは不

透明な状況となりました。

　当建設業界におきましては、民間建設投資は景気悪化による住宅需要の低迷や企業の設備投資の減退から引き続

き大幅に減少しておりますが、公共事業は上半期８割の前倒し発注方針などから政府の経済対策効果が現われ、前

年度同期に比較して発注量は10％強増加しております。しかしながら、新政権によるダムや道路を始めとした公共

事業の見直しが進められており、下半期以降、官公需・民需ともに先行きが読めない不透明な状況となっておりま

す。

　このような経営環境のなか、当社は「第２次経営再建中期計画」に基づき、総合評価入札方式への対応強化、新規

顧客開拓など建築営業の展開強化、工事施工の効率化など現場力の強化、総コストの削減など経営再建を確実に実

現するべく、全社総力を挙げて事業活動を展開いたしました。

　この結果、第２四半期会計期間の売上高は、前期からの繰越工事の完成が増加し6,358百万円となりました。

　損益面については、売上高の増加に加え、選別受注の徹底や工事施工の効率化による売上原価の低減、固定費削減

効果による販売費及び一般管理費の減少から各損益は大きく好転し、営業利益495百万円、経常利益482百万円、四半

期純利益524百万円と、当第２四半期会計期間は業績黒字転換を実現しました。

　なお、会計基準の変更に伴い、第１四半期会計期間から売上高計上基準を原則として工事進行基準に変更したこと

で、今後業績の季節的変動は緩和されることとなります。

　参考に前年同四半期の連結業績を記載しますと、売上高4,396百万円、営業損失553百万円、経常損失552百万円、四

半期純損失610百万円であります。　

（建設事業部門）　

　当社の主力である建設事業におきましては、政府の経済危機対策により公共事業は上半期に８割程度と過去にな

い前倒し発注がなされており、当上半期は国土交通省を始め地方自治体を中心に前年同期を11％程度上回る発注と

なっております。 

　一方、民間建築部門においては首都圏で不況に底打ち感が広がってきてはおりますが、事業量は全国的には前年同

期に比較して40％程度の大幅な減少が続いており、先行きは依然として不透明な状況となっております。

　このような市場環境のなか、当社は全社総力を挙げて受注活動を展開しました結果、当第２四半期会計期間の土木

受注高は5,971百万円、建築受注高は217百万円となり、建設事業部門の受注高は6,189百万円となりました。

　売上高については、土木売上高は5,098百万円、建築売上高は1,183百万円となり、建設事業部門の売上高は6,281百

万円となりました。

（その他の事業部門）　

　その他の事業部門の営業内容は不動産の賃貸事業、製品の製造・販売、建設資機材のリースであります。不動産の

賃貸事業においてはテナント獲得の競争激化や賃料値下げ要請など景気低迷下で厳しい市場環境にあります。　　当

第２四半期会計期間のその他の事業部門の売上高は76百万円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期会計期間末に比べ610百万円増加し、2,132百

万円となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、当第２四半期会計期間が純利益となったことや売掛債権の回収等により

642百万円の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却等により314百万円の増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュフローは、借入金の返済等により347百万円の減少となりました。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は次のとおりであります。　　

①政権交代による公共事業の見直しに伴う政府建設投資の縮小懸念

②民間建設投資の引き続く縮小見通し　

　新政権による公共事業見直しなどの大きな政策転換から建設市場の先行きは不透明な状況にありますが、前事業

年度に掲げた「第２次経営再建中期計画」の確実な実行で低コスト経営体制を構築できたことから、当第２四半期

会計期間の業績は黒字転換を実現することができました。今後引き続きこの低コスト体制を維持し、更なる技術競

争力、コスト競争力の強化を進め、縮小が予測される官公儒・民需の建設市場の中でも、社会から選ばれる企業づく

りを進めて行きます。

　当第２四半期会計期間での「第２次経営再建中期計画」の実施状況は次のとおりであります。

①構造的な赤字体質からの脱却、営業利益の創出

　当第２四半期会計期間の売上高販管費率は5.9％と低コスト体質を確立することができ、営業利益を創出できる

経営体制となりました。平成22年３月期の業績黒字確保に向けて、更なる選別受注や工事施工の効率化などを進

めております。

②資産リストラの実施

　平成21年６月30日付で契約締結した甘木工場跡地の日建リース工業㈱への売買（売買価格105百万円）につい

ては、同年10月30日に契約条件どおり物件の引き渡しを完了しました。これにより発生した特別利益は、第３四半

期会計期間に計上いたします。

　平成21年８月から９月にかけて保有有価証券の売却を行い、同年９月30日現在で売却総額（手取額）330百万円

となっております。これにより、当第２四半期会計期間で57百万円の特別利益、14百万円の特別損失を計上してお

ります。　　

(4）研究開発活動

　当第２四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　なお、当第２四半期会計期間における建設事業部門の研究開発費総額は11百万円であります。その他の事業部門に

つきましては、研究開発活動は行っておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】
種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 53,000,000

計 53,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,602,244 同左
大阪証券取引所
（市場第二部）
福岡証券取引所

単元株式数
1,000株　

計 18,602,244 同左 ― ―
　

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。
　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金　　増
減額

（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）
平成21年７月１日～
平成21年９月30日

－ 18,602,244 － 2,379 － 1,711
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（５）【大株主の状況】

　 （平成21年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

太平洋セメント株式会社 東京都港区台場二丁目３番５号 3,721 20.00

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 2,383 12.81

九州電力株式会社 福岡県福岡市中央区渡辺通二丁目１番82号 2,309 12.42

西日本鉄道株式会社 福岡県福岡市中央区天神一丁目11番17号 773 4.16

みずほ信託退職給付信託

神鋼鋼線工業口再信託受託者

資産管理サービス信託

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランド トリトンスクエア オフィ

スタワーＺ棟

722 3.88

富士ピー・エス

福岡取引先持株会
福岡県朝倉郡筑前町篠隈184　 480 2.58

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 477 2.57

富士ピー・エス

東京取引先持株会
東京都江東区亀戸二丁目26番10号 449 2.41

鈴木金属工業株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 423 2.27

株式会社福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神二丁目13番１号 361 1.94

計 － 12,100 65.05

　　（注）　上記のほか当社所有の自己株式869千株があります。　
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成21年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

― ―
普通株式 869,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,675,000 17,675 ―

単元未満株式 普通株式 58,244 ―
１単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 18,602,244 ― ―

総株主の議決権 ― 17,675 ―

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の

数１個）が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式701株が含まれております。

②【自己株式等】

 （平成21年９月30日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社富士

ピー・エス

福岡県福岡市中央

区薬院一丁目13番

８号

869,000 ― 869,000 4.67

計 ― 869,000 ― 869,000 4.67

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 67 115 114 110 115 120

最低（円） 52 66 88 92 95 91

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　

(2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　　

(3）前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は四半期財務諸表を作成していないため、前第２四半期会計期間

（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで）に係る四半期損益計算書並びに前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で）に係る四半期キャッシュ・フロー計算書に代えて、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結損益計算書並びに前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており、また、当第２四半期会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、平成21年７月１日付で有限責任監査法人へ移行したことに伴い、名称を有限責任監査法

人トーマツに変更しております。　

　

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　　資産基準　　　　　　0.8％

　　　売上高基準　　　　　0.0％

　　　利益基準　　　　　　0.6％

　　　利益剰余金基準　　　0.0％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】
【当第２四半期会計期間末】

（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,132

受取手形・完成工事未収入金等 4,332

未成工事支出金 ※3.5
 4,220

材料貯蔵品 73

その他 775

貸倒引当金 △7

流動資産合計 11,525

固定資産

有形固定資産

土地 ※3
 3,282

その他（純額） ※3
 3,399

有形固定資産計 ※1
 6,681

無形固定資産 78

投資その他の資産 ※2
 341

固定資産合計 7,101

資産合計 18,627

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,521

短期借入金 ※3
 3,616

未払法人税等 24

未成工事受入金 3,035

完成工事補償引当金 26

工事損失引当金 ※5
 79

その他 943

流動負債合計 13,245

固定負債

退職給付引当金 917

投資損失引当金 83

その他 220

固定負債合計 1,221

負債合計 14,467

EDINET提出書類

株式会社　富士ピー・エス(E00238)

四半期報告書

15/35



（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,379

資本剰余金 1,711

利益剰余金 406

自己株式 △333

株主資本合計 4,164

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5

評価・換算差額等合計 △5

純資産合計 4,159

負債純資産合計 18,627
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【前連結会計年度末】
（単位：百万円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,922

受取手形・完成工事未収入金等 ※3
 6,847

未成工事支出金 5,324

材料貯蔵品 103

その他 1,107

貸倒引当金 △9

流動資産合計 16,295

固定資産

有形固定資産

土地 ※3
 3,282

その他（純額） ※3
 3,688

有形固定資産計 ※1
 6,971

無形固定資産 103

投資その他の資産 ※2.3.4
 609

固定資産合計 7,684

資産合計 23,979

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 8,348

短期借入金 ※3
 4,365

未払法人税等 39

未成工事受入金 3,880

完成工事補償引当金 20

工事損失引当金 275

その他 2,223

流動負債合計 19,153

固定負債

退職給付引当金 863

その他 222

固定負債合計 1,085

負債合計 20,239
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（単位：百万円）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,379

資本剰余金 2,224

利益剰余金 △510

自己株式 △333

株主資本合計 3,760

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △19

評価・換算差額等合計 △19

純資産合計 3,740

負債純資産合計 23,979
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（２）【四半期損益計算書】
【前第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 8,074

売上原価 7,837

売上総利益 236

販売費及び一般管理費 ※1
 1,088

営業損失（△） △851

営業外収益

受取配当金 5

物品売却益 ※2
 14

その他 28

営業外収益合計 48

営業外費用

支払利息 13

支払保証料 7

その他 0

営業外費用合計 21

経常損失（△） △824

特別利益

固定資産売却益 8

特別利益合計 8

特別損失

固定資産除却損 3

貸倒引当金繰入額 53

特別損失合計 56

税金等調整前四半期純損失（△） △872

法人税、住民税及び事業税 20

法人税等調整額 △1

法人税等合計 19

四半期純損失（△） △892
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【当第２四半期累計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 10,095

売上原価 8,930

売上総利益 1,164

販売費及び一般管理費 ※1
 773

営業利益 391

営業外収益

受取賃貸料 7

負ののれん償却額 8

その他 19

営業外収益合計 35

営業外費用

支払利息 47

その他 12

営業外費用合計 59

経常利益 367

特別利益

投資有価証券売却益 57

その他 14

特別利益合計 72

特別損失

投資有価証券売却損 15

特別損失合計 15

税引前四半期純利益 424

法人税、住民税及び事業税 17

法人税等調整額 －

法人税等合計 17

四半期純利益 406
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【前第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

売上高 4,396

売上原価 4,375

売上総利益 21

販売費及び一般管理費 ※1
 575

営業損失（△） △553

営業外収益

受取配当金 0

物品売却益 ※2
 8

負ののれん償却額 4

その他 7

営業外収益合計 19

営業外費用

支払利息 11

支払保証料 6

その他 0

営業外費用合計 18

経常損失（△） △552

特別利益

固定資産売却益 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産除却損 3

貸倒引当金繰入額 53

特別損失合計 56

税金等調整前四半期純損失（△） △608

法人税、住民税及び事業税 0

法人税等調整額 0

法人税等合計 1

四半期純損失（△） △610
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【当第２四半期会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 6,358

売上原価 5,487

売上総利益 870

販売費及び一般管理費 ※1
 375

営業利益 495

営業外収益

受取賃貸料 3

物品売却益 ※2
 4

負ののれん償却額 4

その他 4

営業外収益合計 16

営業外費用

支払利息 24

その他 4

営業外費用合計 29

経常利益 482

特別利益

投資有価証券売却益 57

その他 8

特別利益合計 66

特別損失

投資有価証券売却損 15

特別損失合計 15

税引前四半期純利益 533

法人税、住民税及び事業税 8

法人税等調整額 －

法人税等合計 8

四半期純利益 524
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【前第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △872

減価償却費 267

貸倒引当金の増減額（△は減少） 104

工事損失引当金の増減額（△は減少） △294

売上債権の増減額（△は増加） 1,029

未成工事支出金の増減額（△は増加） △3,506

仕入債務の増減額（△は減少） △391

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,404

その他 △318

小計 △2,577

利息及び配当金の受取額 5

利息の支払額 △37

法人税等の支払額 △37

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,646

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △157

有形固定資産の売却による収入 9

その他 △11

投資活動によるキャッシュ・フロー △159

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,500

短期借入金の返済による支出 △1,000

長期借入金の返済による支出 △102

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,396

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △409

現金及び現金同等物の期首残高 1,858

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,448
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【当第２四半期累計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 424

減価償却費 311

売上債権の増減額（△は増加） 2,523

未成工事支出金の増減額（△は増加） 1,091

仕入債務の増減額（△は減少） △2,716

未成工事受入金の増減額（△は減少） △844

その他 18

小計 808

利息及び配当金の受取額 5

利息の支払額 △51

法人税等の支払額 △35

特別退職金の支払額 △541

営業活動によるキャッシュ・フロー 184

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △516

有形固定資産の売却による収入 22

投資有価証券の売却による収入 330

その他 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △165

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △647

長期借入金の返済による支出 △102

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △750

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △730

現金及び現金同等物の期首残高 2,862

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,132
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

1．会計処理基準に関する事項の変更 （１）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工期が１年以上、かつ、請

負金額５億円以上の長期大型工事については工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12

月27日）を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期間に着手し

た工事契約から、当第２四半期会計期間末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

　これにより、当第２四半期累計期間の売上高は1,450百万円増加し、営業利

益、経常利益及び四半期純利益は、それぞれ131百万円増加しております。　

  なお、当社は第１四半期よりキャッシュ・フロー計算書を作成しております。

　  四半期キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来する短期投資であ

ります。　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．貸倒見積高を算定する方法 　一般債権の貸倒見積高の算定については、前事業年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前事業年度決算において算定した貸倒実

績率を使用しております。

２．たな卸資産の評価方法 　四半期会計期間末におけるたな卸高の算出に関して、実地たな卸を省略し、

前事業年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定してお

ります。

３．経過勘定項目 　四半期会計期間末における経過勘定項目については、契約内容や未経過期間

が一定のものは、合理的な方法により概算額で計上しております。

４．固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、当事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　    該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,470百万円 　

※２　投資その他の資産から直接控除して

いる貸倒引当金

32百万円 　

※３ 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

　

未成工事支出金 80百万円

有形固定資産[その他(純額)]

　(建物) 1,676

　(機械及び装置) 906

　(車両運搬具) 5

　(工具器具・備品) 107

土地 3,259

                計 6,035

　

担保に係る債務

上記の資産は、短期借入金3,616百万円及び公共工事の

工事履行保証の担保に供しております。

　

　

　４ 受取手形割引高は、134百万円であります。

　

　

※５　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る

未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額

は124百万円であります。

　

　

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 8,286百万円 　

※２ 投資その他の資産から直接控除　　　　

している貸倒引当金

37百万円 　

※３ 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

　

     投資その他の資産(投資有価証券) 287百万円

受取手形・完成工事未収入金等

(受取手形)

　

286

有形固定資産[その他(純額)]

(建物)

　

1,731

土地 3,259

                計 5,565

　

担保に係る債務

上記の資産は、短期借入金4,365百万円及び公共工事の

工事履行保証の担保に供しております。

　

　

※４ 関連会社に対する株式 6百万円 　
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（四半期損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。

　　　従業員給与手当 530百万円

　　　退職給付引当金繰入額 27百万円

　　　貸倒引当金繰入額 51百万円

　

※２　営業外収益「物品売却益」は製造過程で発生した鉄

屑の売却益であります。

　

　

　３　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に

比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多く

なるといった季節的変動があります。

　

　

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。

　　　従業員給与手当 367百万円

　　　退職給付引当金繰入額 32百万円

　

　

　２　当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、

契約条件等により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から第

３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期

会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変

動があります。

　　　なお、会計基準の変更に伴い、第１四半期会計期間から

売上高計上基準を原則として工事進行基準に変更した

ことで、今後業績の季節的変動は緩和されることとな

ります。
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。

　　　従業員給与手当 261百万円

　　　退職給付引当金繰入額 13百万円

　　　貸倒引当金繰入額 51百万円

　

※２　営業外収益「物品売却益」は製造過程で発生した鉄

屑の売却益であります。

　

　

　３　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会

計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に

比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多く

なるといった季節的変動があります。

　

　

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な科目及び金額は

次のとおりであります。

　　　従業員給与手当 177百万円

　　　退職給付引当金繰入額 16百万円

　

※２　営業外収益「物品売却益」は製造過程で発生した鉄屑

の売却益であります。

　　

　

　３　当社の売上高は、主たる事業である建設事業において、

契約条件等により工事の完成引渡しが第４四半期会計

期間に集中しているため、第１四半期会計期間から第

３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期

会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変

動があります。

　　　なお、会計基準の変更に伴い、第１四半期会計期間から

売上高計上基準を原則として工事進行基準に変更した

ことで、今後業績の季節的変動は緩和されることとな

ります。
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている勘定科目の金額との関係

　

現金預金勘定 1,448百万円

現金及び現金同等物 1,448百万円

 

　

　

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に記載されている勘定科目の金額との関係

　

現金預金勘定 2,132百万円

現金及び現金同等物 2,132百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９

月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　18,602千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　 869千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動

　　当社は、平成21年６月24日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金を512百万円取り崩し、その他資　本剰

余金に振替いたしました。また、その他資本剰余金512百万円、利益準備金301百万円、及び別途積立金521百万円

で繰越利益剰余金の欠損てん補を行いました。この結果、資本剰余金が512百万円減少し、利益剰余金が512百万

円増加いたしました。

　

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　当社グループは、前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び前第２四半期連

結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）において全セグメントの売上高の合計、営業損失の合

計及び全セグメントの資産の合計額に占める建設事業の割合が90％を超えているため、事業の種類別セグメント

情報の記載を省略しております。　

　

【所在地別セグメント情報】

　当社グループは、前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び前第２四半期連

結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）において在外連結子会社及び在外支店がないため、該

当事項はありません。　

　

【海外売上高】

　当社グループは、前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日　至平成20年９月30日）及び前第２四半期連

結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年９月30日）において海外売上高がないため、該当事項はありませ

ん。

　

（持分法損益等）

　　関連会社の損益及び利益剰余金からみて重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

　

１株当たり純資産額 234.58円 　

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　

１株当たり純資産額 210.94円 　

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　

１株当たり四半期純損失金額（△） △50.31円 　

（注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

2.１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

　

四半期純損失（△）（百万円） △892 　

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △892 　

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,734 　

　

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　

１株当たり四半期純利益金額 22.95円 　

（注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　

四半期純利益（百万円） 406 　

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 406 　

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,732 　

　

EDINET提出書類

株式会社　富士ピー・エス(E00238)

四半期報告書

31/35



前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

　

１株当たり四半期純損失金額（△） △34.41円 　

（注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

2.１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

　

四半期純損失（△）（百万円） △610 　

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 　

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △610 　

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,733 　

　

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

１株当たり四半期純利益金額 29.60円 　

（注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

四半期純利益（百万円） 524 　

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 524 　

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,732 　

　

（重要な後発事象）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。　

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース取引残

高が前事業年度末に比して著しい変動がないため、記載を省略しております。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

　

平成20年11月10日

株式会社富士ピー・エス

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　政治　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　次男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社富士ピー・

エスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社富士ピー・エス及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

 

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度に重要な営業損失を計上しており、当第２四半期連

結会計期間末までに当該状況に特段の変化がないため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対

する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月６日

株式会社富士ピー・エス

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松尾　政治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　次男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社富士ピー・

エスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第58期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社富士ピー・エスの平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了す

る第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期会計期間から工

事契約に関する会計基準を適用している。

　　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社　富士ピー・エス(E00238)

四半期報告書

35/35


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	（１）四半期貸借対照表
	当第２四半期会計期間末
	前連結会計年度末

	（２）四半期損益計算書
	前第２四半期連結累計期間
	当第２四半期累計期間
	前第２四半期連結会計期間
	当第２四半期会計期間

	（３）四半期キャッシュ・フロー計算書
	前第２四半期連結累計期間
	当第２四半期累計期間
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

